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Analysis of Mechanism of Wind Load Reduction of the Developed Soundproof System
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　With respect to railway viaducts, raising a noise barrier has been desired to reduce the wayside noise.  However,

the higher the noise barrier is, the greater the load and moment by wind becomes, and it is hardly possible to install

a very high noise barrier without reinforcing the viaduct drastically.  Therefore we have developed a new type of

soundproof system.  In the developed system, the sides of soundproof panel are held by a magnetic attracting force,

and the panel is fixed.  Accordingly it has a high soundproof ability in the ordinary state, however, when the wind

load amounts to a limit of keeping safety of the viaduct, the panel is opened and the wind load is reduced suffi-

ciently.
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１．はじめに

　コンクリート高架橋などの鉄道の構造物では多くの区

間で防音壁が設置されているが，近年，沿線騒音に対す

る低減効果を高めることや沿線の高階の建築物における

騒音を低減するなどの理由から，防音壁をより高くする

ことへのニーズが増大している。これに対して，従来よ

り既設の防音壁上に防音板を設置して防音壁を高くする

（この防音工を嵩上げという）ことが行われている。さら

なる騒音低減のために防音壁の高さをさらに積み増しす

ることが求められているが，その場合，後述の風に関わ

る課題が生じる。

　風が吹くと防音壁に対して風圧（“風荷重”と呼ぶこと

もある）が加わり，その負荷は既設防音壁を介して構造

物本体に伝えられる。既存の構造物では少なくとも3kPa

（風速約49m/s相当）の風圧に耐えるように設計されてい

るが，それは防音壁の高さをこれまでの実績の範囲から

大幅に超えないことを前提にしたものである。防音壁を

高くするに伴い風圧によるモーメントは増大し，既設防

音壁と構造物を補強せずに防音壁を高く（標準的な構造

物を対象に試算した結果ではレール頭頂面から 3.5m 以

上）した場合には，強風時に風圧が構造物の設計限界値

を上回る可能性がある。したがって，これまでは防音壁

の高さを制限するか，あるいは，防音壁を大幅に嵩上げ

するために，既設防音壁をすべて高強度なものに建造し

直すことや構造物本体の補強を行うなど，既設構造物に

対して大規模な工事を行う必要がある。

　この課題に対し，通常時には高い騒音低減性能を持ち，

構造物の設計限界値を超えるような強風時には構造物に

対する負荷を大幅に低減する防音工（以下，風圧緩和防

音工とする）ができれば，構造物に対して大規模な補強

工事をすることなく防音壁を大幅に嵩上げすることがで

きると考えられる。本報では風圧緩和防音工を実現する

構造を検討し，防音板の上辺を回転軸で支持し，他の 3

辺を永久磁石により磁力固定した構造を考案した。この

構造体は，防音板は通常時には閉じており，要求される

騒音低減性能を保持し，構造物の設計限界値を超えるよ

うな強風時（風圧 1.5kPa・風速約 35m/s以上）には開い

て風による負荷を大幅に低減する特徴を持つ。

　以下に，風圧緩和防音工の開発経緯を述べ，風圧緩和

機構の動作メカニズムとその機構を検証するために行っ

た荷重試験と風洞試験について報告する。

２．風圧緩和防音工の設計方針

2. 1　風圧緩和防音工の基本条件

　風圧緩和防音工に要求される主な性能および構造上の

条件として，以下のことが挙げられる。

　①所定の騒音低減性能を有する。

　②所定の風圧緩和性能を有する。

　③防音工の奥行として，既設防音壁の厚さを大幅に超

えない（目安として 200mm 以内）。
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　④防音工の線路方向の長さについては，3m 程度を施

工単位とする。

　⑤防音工の高さは，既設防音壁を含めて5m程度（レー

ルレベル上）を当面の目標とする。

　⑥設置後，多大なメンテナンスを要しない（労力の目

安として構造物の定期検査に併せて安全を確認する

程度）。

　①，②は本防音工における基本的な性能で，それぞれ

の具体的な目標値については後述する。③～⑥は鉄道事

業者の要望等を勘案して設定した条件である。④は，現

用の嵩上げ防音工では約 3m間隔で支柱を設置し，その

間にユニットパネルをはめ込む例が多いことを参考にし

た目安である。また，⑤は，構造物上に既存の高いもの

として，鉄道車両の最大高さを目安として定めた防音工

の高さに関する当面の目標値である。

2. 2　騒音低減性能

　次に，本防音工に要求される騒音低減性能について考

察する。風圧緩和防音工による騒音低減のメカニズム

は，実質的には既存の嵩上げ防音壁と同様と考えられ

る。防音壁による騒音低減効果は，主に，図 1 に示す騒

音伝播モデルによって説明される。既設防音壁の高さを

2m（レール頭頂面基準）とし，既設防音壁を回折して受

音点に伝わる騒音レベルをLpa（行路A），嵩上げ高さを

3m とし，嵩上げした防音壁を回折して受音点に伝わる

騒音レベルをLpb（行路B）とする。行路Aによる騒音は，

嵩上げ部を通過する騒音の量と行路Bによる騒音の量の

パワー和と等価で，次式で与えられる。

　
10 10 1010 10 10L L Lpa pb pc/ = + (1)

　ここで，Lpc は嵩上げ部を通過する騒音のレベル値

（dB）である。

　嵩上げ部が完全な防音体であれば，受音点レベルはLpb

であり，嵩上げしないときの受音点レベルはLpaである。

　今，嵩上げ部に風圧緩和防音工を適用することを考え

る。後述のように，当初風圧緩和防音工に対して通風型

防音板の適用を考えたが，その場合，防音板は音も通す

ため通常の材料より遮音性能（一般に音響透過損失レベ

ルTLで表す）が低下する．このため，防音壁を回折して

伝わる騒音の大きさもそれを考慮する必要がある。遮音

性能 TL の材料で嵩上げしたときの受音点騒音レベルを

Lpとすると，その騒音量は行路Bによる騒音（レベル値

Lpb）と嵩上げ部を通過する騒音量のパワー和からなると

考え，次式が成り立つ。

　
10 10 1010 10 10L L L TLp pb pc/ ( )= + − (2)

　既設の高さ 2mの防音壁から遮音性能 TLの材料で 3m

嵩上げしたことによる騒音低減量を∆Lとすると，∆Lは

次式で与えられる。

　∆L L Lpa p= − (3)

　鉄道総研では防音壁の騒音低減効果も含めて沿線騒音

を予測する方法を提案１）しており，同法によりLpaおよ

び Lpb を予測することができる。これらを式 (1)，(2) に

用いて Lp を求め，これと Lpa の値を式 (3) に適用するこ

とにより ∆L を計算することができる。

　これまでの防音壁嵩上げの実績や新幹線沿線騒音の現

状１），２）などを考慮すれば，防音壁嵩上げを有効な騒音

対策とするには，構造物中心から25m離れおよび地上高

さ 1.2m の受音点で，嵩上げしたことによる騒音低減量

∆L が少なくとも 5dB 以上であることが求められる。嵩

上げ部の遮音性能 TL について様々な値を仮定したうえ

で，上述の新幹線騒音予測手法を用いて構造物中心から

25m離れ点における騒音低減量∆Lを求めた。図 2にTL

と ∆L の関係を示す。この計算では車両速度について高

速区間における将来的な速度向上も見越して360km/hと

した。これより，∆L が 5dB 以上であるのは TL が 15 ～

16dB以上であることがわかる。この結果に基づき，風圧

緩和防音工の騒音低減性能に関わる防音板の遮音性能の

目標値を 16dB と設定した。

2. 3　風圧緩和性能

　本防音工の風圧緩和性能について考察する。高さ 2m

（レール頭頂面基準）の既設防音壁の上に高さ3m×線路

方向長さ 3mのユニットパネルによる風圧緩和防音工を

図１　構造物における騒音伝播モデル 図２　材料の遮音性能 TLと騒音低減量 ∆∆∆∆∆Lの関係
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設置することを想定し，風圧作用時の構造物の強度照査

を行った。その結果，防音工に作用する風圧を構造物に

おける設計風圧 3kPaに相当する強風時でも 1.5kPa以下

に制限すれば，既設防音壁のユニットパネル取付部や構

造物本体に支障を与えないことが試算された。したがっ

て，風圧緩和性能の目標値として，3kPaの風圧を1.5kPa

に低減（風圧を 50％低減）することと定めた。

３．風圧緩和防音工の構造

3. 1　既存材料の調査

　前述の要求性能を満たす防音工を実現する材料と構造

を検討する。既存材料の中で風圧緩和防音工に適用でき

るものはないか調査した。通風機能を有する消音器類が

その候補と考えられる。通風機能を有する代表的な消音

器として，ルーバー型がある。ルーバー型は複数の細板

（ブレード）を 1面に配列した防音壁で，一般に，通風や

調光のためにブレード間には開口部が設けられている。

過去には風圧緩和と騒音低減性能の両立を目的とした

ルーバー型の研究事例３）もある。しかし，ルーバー型防

音壁では風圧緩和性能を高めるには開口率を増大させる

必要があるが，その場合，壁の騒音低減（遮音）性能は低

下する。逆に，壁の騒音低減性能を高めるには開口率を小

さくする必要があるが，その場合には風圧緩和性能が低

下するなど，壁の風圧緩和性能と遮音性能の向上は矛盾

する課題となっている。文献（3）では，奥行220mmのルー

バー型防音壁について，風圧を40%低減することが可能な

構造のときの騒音低減性能は10dB未満であるとしている。

　このように，調査した範囲ではルーバー型防音壁をは

じめ開口部を有する消音器類について風圧緩和性能と騒

音低減性能がともに優れることを示した例は見当たら

ず，開口部を有する消音器類は風圧緩和防音工に適用で

きないと判断される。

　この他，防音板の開閉を機械的に制御することによっ

て，通常時には閉じて，所定の風圧が作用すると開く機

構の構造体（以下，機械型とする）の開発も進められて

いる。機械型は騒音低減性能と風圧緩和性能に関しては

任意に設計できる。しかし，既存の機械型は，全体の部

品点数が多く，風圧に連動した機構が複雑かつ大規模

で，奥行寸法の制限 200mm 以内を満足することは困難

である。また，構造物における定期検査周期の 2年より

大幅に短い期間（1 年以内）で定期的に保守することが

必要な構造ともなっている。

3. 2　新構造の考案

　調査の結果，既存の材料の中で風圧緩和防音工に適用

可能なものは見出せず，新たな風圧緩和防音工の構造を

考案した。図 3にその構造を示す。考案した風圧緩和防

音工は防音板と支柱（アルミ製）から構成される。防音

板の上辺は回転軸で支持し，他の 3辺は永久磁石で固定

する。防音板に 1.5kPa（風速約 35m/s）以上の風圧が作

用すると防音板は回転軸周りに開き，風速が増しても防

音板が直接風圧を受け止めなくなり，構造体に対する風

による負荷は小さい範囲に抑制される。力学計算の結果，

構造物の設計風荷重3kPa相当の強風時でも防音板および

支柱に作用する風による全荷重は，1.5kPa×（防音板と

支柱における全受圧面積）以下となることを確認した。

　なお，防音板が開く風速約35m/sの条件下では車両に

対して運転規制がかけられている。一方，車両通過に伴

う風圧は将来的に速度向上した場合でも 1kPa 未満であ

ると推定されており４），車両走行時に防音板が開くこと

はないと考えられる。ただし，本防音工の実用化に当

たっては，車両走行時の防音壁嵩上げ部に作用する風圧

のデータをさらに蓄積し，車両走行時に防音板が開かな

いよう設計の精度向上を図る必要がある。

　防音板には車窓からの景観確保や沿線の日照確保等の

理由から，実用的には現用の防音工と同様に厚さ約8mm

の透明ポリカーボネート板を用いる。防音板の下辺およ

び左右辺の端面には1mm程度の薄い鋼板を貼付する。防

音板の下辺と左右辺には相対する支持枠の中に設置した

アルミ製柱状体（磁石固定治具）の防音板側の面に小型

の磁石を複数貼付し，防音板の端面と磁力吸着させる。

　考案した防音工は磁石を用いた単純な構造であるため，

既設防音壁上に容易に設置できると考える。また，既存

図３　風圧緩和防音工の構造
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の機械型防音工のように，煩雑なメンテナンスの必要は

ないと考えられる。

４．荷重試験による検証

4. 1　集中荷重モデルによる荷重閾値の推定

　風圧緩和防音工の防音板には実構造物ではほぼ一様な

風圧が作用すると考えられるが，防音板はこれに伴う回

転軸まわりのモーメントにより開く。これに加え，防音

板として一様な材料を扱っていることなどを考慮する

と，風圧緩和防音工の防音板の開閉機構を解析する方法

として，防音板に実際に風を当てるだけでなく，防音板

に一様な風圧が作用したと等価な，回転軸回りのモーメ

ントが等しい一点集中荷重に置き換えて検討することが

考えられる。本章では風圧緩和防音工の防音板の開閉機

構に関する一点集中載荷重による解析および実験につい

て考察する。

　解析については，一様風圧，集中荷重ともに防音板の法

線方向に作用すること，および集中荷重が回転軸方向に関

して防音板の中央位置に作用するなどの仮定をおけば，防

音板が閉じているときの力のつり合いは図4で示すモデル

で表すことができる。図 4（a）は風圧の作用を表す等分

布荷重モデル，図 4（b）はそれと等価な一点集中載荷モ

デルである。両モデルともに支持点Aは回転軸に相当し，

支持点Bは下辺磁石固定部に相当する。なお，後述する実

験では左右辺に磁石を設置した条件についても検証を行っ

ているが，解析では防音板が開き始める時の力学条件に関

しては下辺の磁力吸着力の影響が支配的になるとの仮定の

もと，下辺のみ磁石を設置したモデルで検討を行った。

　まず，図 4（a）の等分布荷重モデルについて考える。

防音板に一様に作用する風圧を p（Pa）とし，支持点 A

およびBでの反力をそれぞれRA，RB（ともにN）とする

と，鉛直方向の力のつり合いより，次式が与えられる。

　R R pblA B= = 1

2
(4)

　ここで，l ははりの長さ（＝防音板の鉛直方向長さ，m）

である。

　このときの風圧 p による回転軸まわりのモーメント

MQ（N・m）はRBによる回転モーメントとつり合ってい

ることを考慮すると，次式が成り立つ。

　M R l pblQ B= = 1

2
2

(5)

　一方，はりに対して支持点Aから xだけ離れた位置に

集中荷重F（N)が作用している場合，集中荷重による回

転軸まわりの回転モーメントMF（N・m）は載荷点－回

転軸間距離を x として，F × x で与えられる。

　MQとMFが釣り合うときの条件から，次式が与えられ

る。

　F
M

x

pbl

x
Q= =

2

2
(6)

　この式は防音板に作用する風圧とそれと等価な集中荷

重との関係を示している。式 (6)のpに風圧閾値1.5kPa，

b，l，xに後述する試験品における寸法値（b＝l＝300mm，

x=290mm）を適用すると，集中荷重における閾値約62N

が推定される。

図４　防音板の力のつり合いを表すモデル

*）（a）の網掛けは一様風圧が作用していることを示す。

l

b

RA

RB

A

B

x

F

RA

A
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4. 2　試験方法

　風圧緩和防音工に対する一点集中荷重試験について述

べる。試験品は前述の構造体を用いるが，防音板は，約

300mm× 300mm × 4mmのフェノール樹脂板を用いた。

支持枠内の磁石固定治具には法線方向の磁力が37.7N（カ

タログ値）のネオジウム磁石（17×12×5mm）を貼付し

た。磁石固定部では一辺につき最大10個までの磁石が設

置できるが，その個数を変えて3辺の磁力吸着力を変化さ

せたときの防音板開放時の荷重との関係を測定した。

　載荷点は防音板の回転軸方向に関して中央，鉛直方向

に関して回転軸から約 290mm の位置とした。荷重は材

料試験機AG-IS（島津製作所㈱製）を用いて加えた。試

験状況を図 5 に示す。

　このとき，試験速度は，突風の実測例５）を参考に，突

風による風圧の立ち上がり速度として約 15N/s（荷重試

験と同じ作用点での集中荷重への換算値）とし，試験品

における荷重速度条件がそれとほぼ同等となる 500mm/

minとした。

図５　荷重試験の状況
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4. 3　試験結果

　試験の結果，どの磁石配置条件のときでも荷重が一定

の大きさになるまで防音板は開かず，荷重が一定の大き

さ以上になると開くことが確認された。図6に磁石の配

置条件と防音板が開いたときの荷重の関係を示す。

図６　荷重試験結果 *

*)  左右辺には同数の磁石を配置している。

　この結果をまとめると次のとおりである。

①下辺，左右辺とも防音板開放時の荷重は磁石数の増加

に伴って線形的に増加した。

②下辺 6 個・左右辺 4 個，下辺 8 個・左右辺 2 個，下辺

10個・左右辺0個の磁石配置の時，1.5kPaの風圧に概

ね相当する荷重で防音板が開いた。

　磁石数の増加に伴い防音板開放時の荷重は増加し，3

辺の磁力吸着力を調整して防音板が開くときの荷重を設

定できることがわかり，1.5kPaの風圧に相当する荷重値

で防音板が開く磁石配置条件を見出すことができた。

５．風洞試験による検証

5. 1　風洞試験の概要

　考案した風圧緩和防音工について，一様に風圧が作用

した際の防音板の開閉動作を検証するため，小型風洞

（開放型）による風洞試験を行った。風洞試験の方法は次

のとおりである。試験品は前章と同じものを用いた。試

験品を風洞ノズルより約 1m 離し，風が防音板を含む試

験品全体に垂直に当たるよう試験品を固定した。磁石の

配置条件についても前章の荷重試験と同様とした。風速

を0m/sから約36m/sまで徐々に変化させたときの防音板

の開閉状況を観察するとともに，防音板が開いたときに

はそのときの風速を記録した。図7に風洞試験の状況（防

音板開放時）を示す。

5. 2　風速と風圧の関係

　ここで，防音板に吹き付けられる風の風速と風圧との

関係について考察する。一様な定常風による風圧 pは次

式で与えられる６）。

　p cv= 1

2
2ρ (7)

　ここで，c は抗力係数（c = 2.0），ρ は空気密度（約

1.23kg/m3），ν は風速（m/s）である。

　式 (7) より，1.5kPa は約 35m/s，3kPa は約 49m/sのと

きの風圧に相当することがわかる。

　式 (7) は概算式であり，風圧の精度検証のために，風

洞試験において防音板に作用する荷重を実測した。ただ

し，防音板に一様に作用する風圧を正確に測定すること

は難しいため，ここでも前章で述べた一様風圧と等価な

一点集中荷重の考え方に基づき，風による荷重の測定を

行った。試験品において，下・左右辺とも磁力固定せず

に防音板が回転自由な状態で，防音板の受風面の裏側

で，回転軸方向に中央で回転軸から 200mm 位置（風洞

試験における固定治具の事情等から載荷点を前章の荷重

試験と異なる位置とした）でロードセルDB-100N（㈱昭

和測器製）を用いて荷重を測定した。

　荷重測定値は，前章で導出した一様風圧と等価な一点

集中荷重を求める式(6)に式(7)を代入して得られる次式

に基づき算出される荷重計算値と比較した。

　F
bl cv

x
=

2 2

4

ρ
(8)

5. 3　試験結果

　図8に，防音板の上部回転軸から200mmの点に対して

作用する集中荷重について，ロードセルによる測定値

（黒点）と，式 (8)による計算値（実線）を示す。この結

果，測定値は計算値とほぼ一致した。この結果は，前章

で導いた一様風圧と等価な一点集中荷重を求める力学モ

デルが妥当であることを示しており，今後，風圧緩和防

音工を実用化するに当たって，3 辺の磁力吸着力などの

パラメータについて，一点集中荷重の解析や測定に基づ

き概算的な設計ができることを示している。

　表 1に，磁石個数と防音板の開放時の風速の関係を示

す。表中－印は風速約36m/s時でも防音板が開かなかっ

たことを示す。

　試験の結果，どの磁石配置条件でも風が弱いときには

図７　風洞試験の状況－防音板開放時－
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図８　風洞試験における風圧

表１　防音板開放時の風速（m/s）

防音板が閉じたままでいることが確認された。また，一

部の条件を除き風速が一定以上になると防音板が開くこ

とが確認された。そして，下辺 6 個・左右辺 4 個，下辺

8個・左右辺2個，下辺10個・左右辺0個のとき，1.5kPa

相当の約 35m/s に近い風速で防音板が開いた。この

1.5kPa 相当の風で防音板が開くときの磁石配置条件は，

前章の荷重試験において閾値荷重約62Nで防音板が開く

ときの条件と一致している。このように 3辺の磁力吸着

力を調整して所定の風圧（1.5kPa）で防音板が開くよう

にできることを確認した。

６．まとめ

　騒音低減効果の向上などのために防音壁のさらなる嵩

上げが求められているが，構造物を大規模に補強するこ

となく防音壁の大幅な嵩上げを可能にすることを目的と

して，風圧緩和防音工の検討を行った。その結果，以下

の知見を得た。

①防音板の上辺を回転軸で支持し，下辺および左右辺を

磁力固定した構造からなる風圧緩和防音工を考案し

た。これは防音板が通常時には閉じて高い騒音低減性

能を有する一方で，構造物の設計限界値を上回ること

が懸念される強風時（風圧1.5kPa・風速約35m/s以上）

に開き，構造物への負荷を低減するものである。

②簡単な力学モデルによる検討の結果，防音板に一様に

作用する風圧と力学的な等価な一点集中荷重を求める

方法を見出した。

③一点集中荷重による荷重試験の結果，上記モデルによ

り推定した 1.5kPa の一様風圧と等価な集中荷重値の

とき防音板が開くように3辺の磁力吸着力を調整でき

ることを見出した。

④風洞試験の結果，試験品の防音板は無風あるいは微風

時には閉じていて，風圧が一定以上のとき開くことを

確認した。そして，3 辺の磁力吸着力を調整すること

によって，防音板が1.5kPa相当の風圧作用時に開くよ

うにできることを見出した。

　今後，本研究で得られた知見をベースに，実用的な風

圧緩和防音工の開発に取り組むこととしたい。
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左右辺磁石数（個）

0 2 4

下辺磁石数

（個）

　

　

2 18.0 24.6 26.7

4 24.4 30.0 32.5

6 28.9 33.5 34.6

8 32.5 34.9 －

10 35.0 － －


